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税務会計の基礎・レシートと領収書 
 

計上根拠資料として 

事業に必要な支出をした際には、経理処理の根拠となる資料を保存してお

く必要があります。支出の場面では、レシートをもらうこともあれば領収書

をもらうこともあります。また、クレジットカードで支払った場合にはカー

ド会社の利用明細をもらいますし、請求書払いとなることもあります。では、

何を保存しておけばよいのでしょうか。 

 

レシートと領収書 

「レシートだけでよいのか」、「領収書をわざわざもらう必要があるのか」、

迷いやすいところです。 

結論からいえば、どちらが常に優れているというものではありません。経

理の根拠資料として大事なのは、帳簿に記録した取引を説明できることです。 

レシートであっても「いつ・誰から・何を・いくらで・何のために買った

か」が確認できるのであれば十分に有用です。一方、レシートには宛名がな

いことが多いため、高額な支出である場合など、領収書に宛名を記載しても

らった方がよいでしょう。また、接待交際費の飲食代な

ども、誰と行ったのかを付記しておくことで、取引の説

明資料として強力になります。 

 「あとから取引内容と事業関連性を説明できるように

なっているか」、この観点で資料を整備しておくことが

大切です。 

 

カード利用明細は？ 

 クレジットカード払いしたときは、カード利用明細で利用日、利用先、金

額などを確認できます。一見すると十分に思えるのですが、カード利用明細

だけでは足りないということに注意しましょう。 
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石島会計メモ 



 細かい話になりますが、消費税法上では店舗や取引先

が発行した書類の保存が求められます。カード利用明細

はカード会社の発行したものになりますので、これでは

足りないことになってしまいます。カード利用明細のほ

か、レシートや領収書、請求書など取引の内容がわかる

資料も保存しておきましょう。 

 

請求書払いと領収書 

 請求書払いの場合は、必ず領収書まで受け取らなければならないわけでは

ありません。請求書には宛名、取引内容等の詳細が記載され、取引の根拠資

料として成立する場合が多いかと思います。 

 ただし、現金で請求金額を支払った場合などは、支払記録としての資料が

何も残らなくなってしまいますので、領収書をもらっておくようにしましょ

う。支払事実があることを示し、取引を説明するうえで重要になります。 

 

インボイスとの関連も注意 

 消費税法のインボイスとして成立するためには、①登録番号および書類の

発行者、②取引年月日、③取引内容、④金額、⑤税率ごとの金額・消費税額

等、⑥宛名が記載されていることが必要になります（小売業、飲食店、タク

シーなど不特定多数対象の事業の場合は、宛名など一部項目の省略が可能）。 

 この観点からも、受領した根拠資料に十分な記載があるかどうか、不足す

る場合には補足資料をあわせて備えておくようにしましょう。 

 

写真撮って紙を廃棄できるか？ 

 「レシートや領収書をもらってスマホで写真を撮って原本

の紙は廃棄してもよいか？」という質問もよくありますが、

スキャナ保存の要件を満たす必要があります。その要件とし

て、タイムスタンプ・訂正削除履歴の記録や検索性の要件が

あり、写真を撮って普通のフォルダに保存しておくだけでは

足りないので要注意です。 

 計上根拠資料と一言でいっても、意外と奥が深いものです。あとから取引

の内容と事業関連性を説明できる状態にしておくように、きっちりと資料を

入手・整備・保存しておくようにしましょう。 


